
平成 15年 3月期 個 別 財 務 諸 表 の 概 要     平成 15 年  5月 23 日上 場 取 引 所�?�問合せ先  責任者役職名専務取締役   管理本部長　　　　　　氏　   　名青  木  義  雄TEL (06) 6534 - 3163
決算取締役会開催日　　平成 15年 5月 23日 中間配当制度の有無　　有決算取締役会開催日　：平成'15年 5� 注間p�ﾔ配当制度ａiПП兼欄1,000iAjﾌ有無e3��ｶ注�

14年 3月期 237,148 潜在株式調整後�

65974

-74
433 △ 59.5 4.61 - 2.5 0.9 0.6

(注)①期中平均株式数 15年 3月期 93,831,361 株 14年 3月期 93,838,962

ﾏ株蜴走{@揮� 円A≡K - 2.50 234 35.6 1.42340 (35.6)3134944E20338C8E8AFA>409.99  TD 0  Tc   Tc (35.60(35.6) Tj�72 0  TD 0  Tc (-) Tj�48.12 0  TD 0.0097  Tc (2.50) Tj�63.72 0  TD 0  Tc (234) Tj�59.16 0  TD 0.0097  Tc (35.6)54.066.96 0  TD 0.013  Tc (1.4) Tj�-409.6817 -27  TD.013 (234c (1.4)<2833298DE090AD8FF3D4FA>40157.13.25.44 TD.0/F0 9 TDf�Tc (23<9553969C897EFA>40122.88 TD 0.0<9553969C897EFA>40140.88 TD 0.0<8193FA>4064.8 TD 0.0<897E81408140914B>�-409.79.043.56532 TD.0/F0 11.043TDf�4) (2340 (35.6)3534944E20338C8E8AFA>4083 0  TD 0.0097 0) Tj35.60(35.148,858)A>4012) T4 TD 0.0097 65c (1.4)7,339)A>40133.9  TD 0.0097  Tc (2.511.Tj�66.104.88 TD 0.0097 65c (1.4)84.80j�-409.47.63.5650) Tj�63.7D 0423<8169928D816A87408E8A96969490AD738DCF8A948EAE9094FA>4012.99  TD 0  Tc 2.7D 04



［ 流 動 資 産 ］

現 金 ・ 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

販 売 用 不 動 産

前 渡 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

［ 固 定 資 産 ］

（ 有�

形器�有 商

有�

� 投 資 等 ）

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

固 定 化 営 業 債 権

差 入 保 証

証

証

株株

付付�

3 , 7 3 6

5 , 4 7 1

4 , 2 6 1

2 , 5 4 6

1 , 0 4 0

2 , 4 0 4

2 , 0 0 3

△ 2 , 8 8 9

40

4 0

148,858

107,2355 9

△ 5 5 1

△ 2 9 2

△

［

△ 00津イ \��0\"�

科　　目

負 債 及 び 資 本 の 部

当　　期

科　　目





0－ －025

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益

Ⅱ 利 益 処 分 額

1. 利 益 準 備 金

2



0－ －026

注記事項

重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 ……………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 …移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの ………………期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
時価のないもの ………………移動平均法による原価法

（2）デリバティブ ………………………時価法

（3）たな卸資産の評価基準および評価方法
商　　　　品 ……………………先入先出法による原価法
販売用不動産 ……………………個別法による原価法

（4）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産 ……………………定率法を採用しております。

ただし、平成1 0年040月010日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額
法を採用しております。

なお、主な耐������

0�� …………………（定革法を採用しております。
なおｩA芽芋採r#R#t括oバ）く）について�峨衞法てｯﾉり芋宰‥R#【

0

ﾟﾄ�株ﾊiのｯ栫jについＲ促¦>ﾀ国c通法によ家ち差�％R�
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繰延税金資産及び繰延税金負債の

発生の主な原因別の内訳

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金 限 度 超 過 額

販 売 用 不 動 産 評 価 損

子 会 社 株 式 評 価 損

投 資 不 動 産 評 価 損

退職給付引当金限度超過額

賞 与 引 当 金 限 度 超 過 額

役員退職引当金限度超過額

未 払 事 業 税

その他有価証券評価差額金

そ の 他

繰 延 税 � �

繰 延 税 資 産

その他有価証券評価榊�

繰 延 税 � ��
�




